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０　はじめに（政府発表と現実とのギャップ）
(1)　日本政府の対外的声明
「すべての国民がいずれかの公的医療保険制度に加入し、いつでも、どこでも、誰でも、適切な医療を受けることができる国民皆保険制度が実現されている。」（経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約(社会権規約)第１６条及び第１７条に基づく第３回政府報告(2011)）
(2)　日本国内の現実
　国保料滞納者に対する差押、短期証・資格証の交付、国保料の高額化による医療抑制など
１　いま現場で起きていること　（事例はフィクションです）
事例の前提
　アルバイトで働いている子どもと二人暮らしで世帯主のＡさん。社会保険に入れてもらえず国民健康保険。年収が低く、国保料を３年間で２０万円ほど滞納してしまった。
事例１
　Ａさんは、アルバイト先から解雇され、生活保護を受けるようになった。市の職員から滞納国保料について、分割でも支払わなければ生活保護費から天引きすると迫られている。
事例２
　Ａさんは、４か月に１回、市から子ども手当がＡさん名義の口座に振り込まれていた。アルバイトの給料は入金日に必ず引き出していたので、口座には１万円程度しか残っていなかった。１０月の子ども手当の入金日に預金口座が差し押さえられて、子ども手当６万円を含む７万円弱が回収され、預金口座が０円になってしまった。
事例３　
　Ａさんは、今年も保険料(毎月2万5000円)の支払が難しいので市役所に相談に行ったところ、市役所の職員から毎月5000円は支払うように、分納していれば差押はないと言われ、5000円の納付書が渡された。Ａさんは納付書の期限は守って払っていたが、突然滞納分について預金口座が差押えされた。
２　徴収員が正しいとは限らない
３　徴税職員に憲法・法律を守らせるために

行政のやることを監視するという姿勢

法律には法律で対抗する。条文や通達、制度趣旨に反した運用になっていないか？
４　納税緩和の制度はなぜあるのか？(制度趣旨)

憲法２５条の自由権的側面に由来する滞納者保護の思想

　　差押禁止の制度や納税緩和の制度

立ち直る見込みがあるなら立ち直りの機会を与えて将来的に払ってもらう
５　法律で乗り越えられないところは運動の力で

大阪市の学資保険差押え回避
６　新しい社会保障制度に憲法２５条の思想を

誰もが安心して暮らせる医療制度を
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